






















1) 包括的環境対処補償責任法およびスーパーファンド修正再授権法 (The Comprehen-





















































































































































































































































アメリカ環境保護庁 (Environmental Protection Agency, EPA) とドイツ連邦


























































































































































実施・管理活動 (O & M) には、浄化活動や除去・暫定措置を継続し、浄
化全期間にわたって当初意図した成果を達成するために必要なすべての浄化
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